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【 論文 】

米国における専門職学位 Ed.D. をめぐる議論の検討

黒　田　友　紀
静岡大学教育学部

要約
　本稿では、米国における大学院改革、とりわけ専門職学位である Ed.D. をめぐる状況や現在の動向を確認し、これ
まで何が課題とされ、どのように課題を克服しているのかを検討する。
　米国では、1920 年にハーバード大学において初めて Ed.D. が授与されており、博士号授与者のうちの一定数を
Ed.D. が占めている。しかしながら、日本では Ed.D. 自体の認知度が低く、日本において Ed.D. の研究があまりなさ
れているとは言えない。そこで、米国においても論争的である Ed.D. について Ph.D. と比較しながらその特徴を描き、
米国の Ed.D. が職業、すなわち学校教育行政者や教育関係者などと結びついている専門職学位であることを確認した。
また、全米科学基金（National Science Foundation）の統計資料から、現在、Ph.D. 授与者が増加し、Ed.D. 授与者が
減少しつつあり、そのなかでも教育行政領域が激減している事実を提示した。次に、「Ph.D.-lite」、「二流 Ph.D.」と
して批判にさらされてきた Ed.D. について、Carnegie Project on the Education Doctorate（CPED）が Ed.D. 改革を
行っていることを取り上げた。なかでも、Shulman, Lee が Ed.D. の再設計において、CPED をリードし、「学問的に
考える実践者（scholarly practitioner）」、「固有のペダゴジー（signature pedagogy）」、「実践としての探究（inquiry 
as practice）、「実践の演習（laboratory of practice）」、「実践のなかの学位論文（dissertation in practice）」などの核
となる概念を提示し、Ed.D. 改革が、米国で現在進行していることを示した。

キーワード
　Ed.D.、専門職学位、大学院改革、Carnegie Project on the Education Doctorate (CPED)、Signature pedagogy

Ⅰ．問題関心および目的
　本稿では、米国における大学院改革、とりわけ専門職
学位である Doctor of Education（以下、「Ed.D.」とする）
をめぐる状況と現在の動向を確認し、これまでに何が課
題とされ、どのように課題を克服しようとしているのか
を検討することを目的とする 1）。
　平成 24 年に国立大学法人愛知教育大学と国立大学法
人静岡大学が、教育学研究科共同教科開発学専攻の後
期 3 年のみの博士課程を設置し、課程修了者には「博
士（教育学）」、すなわち、「Doctor of Education」を授
与することになっている。日本の大学院において、他
に Ed.D. を授与しているのは名古屋大学大学院の「EdD
コース」のみであり、名古屋大学大学院以外の日本の大
学院では、Doctor of Philosophy（以下、「Ph.D.」とする）
を授与している。日本において、そもそも Ed.D. の認知
度自体が低く、博士号としての Ed.D. 自体も、その中身
もあまり検討されているとは言い難い。
　先行研究として、米国の専門職学位については、主に
高等教育の領域において検討が行われてきた。例えば、
橋本鉱市は「米国における専門職学位プログラム―教育

系プロフェッショナルスクールの Ed.D.―」（2002）に
おいて、カリフォルニア大学ロサンジェルス校（以下、
UCLA とする）の Ed.D. プログラム（教育リーダーシッ
ププログラム：Educational Leadership Program）の理
念や教育方法と内容を紹介している。米国の Ed.D. とは、
プロフェッショナルスクールで授与されている教育分野
の職業学位であり、実践的な活動や調査研究と密接に関
連している学位であるが、日本ではあまりなじみのない
学位であると指摘している。小川佳万は、「学位からみ
たアメリカ教育大学院―その特質と問題点―」（2002）
において、米国における専門職学位と職業の関連を指摘
し、マサチューセッツ州の 2 大学を取り上げ、具体的に
Ph.D. と Ed.D. プログラムの違いやその具体を紹介して
いる。次節でも取り上げるが、小川は、米国における学
位は職業と直接的に結び付いており、専門職が制度化さ
れていることを指摘する。すなわち、米国におけるプロ
フェッショナルスクールは、専門職を前提に成り立つ大
学院であり、これが十分に機能するためには、各職業の
資格と範囲が明確になっている必要があるという 2）。
　日本では、平成 18 年度に名古屋大学大学院において
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初めて Ed.D. コースが設置された。この Ed.D. コースの
設置に尽力した今津孝次郎は、「教育専門職博士 EdD の
可能性」（2011）のなかで、海外の Ed.D. プログラムの
紹介、名古屋大学大学院の Ed.D. コースの設置の理念
や目的、履修者のサンプリングを行い、日本における
Ed.D. プログラムの在り方やその可能性と課題を検討し
ている 3）。名古屋大学大学院における Ed.D. コースの実
際と現実的に直面している課題を示している点で、非常
に示唆に富む。また、同大学院の松下晴彦は、名古屋大
学大学院に設置された Ed.D. コースとしての「教育マネ
ジメント」コースの目的や設置過程について詳述し、日
本の大学院政策において、従来「縦割り」になっている
研究者、教育行政官、実践家の領域を「侵犯」していく
ことの可能性と重要性を「教育マネジメント」コースに
見出している（松下 2010）。その他、平成 19 年度から、
広島大学大学院教育学研究科博士課程後期教育人間科学
専攻に「Ed.D 型教育学系大学院プログラム」が創設さ
れた。その目的は、従来の研究者養成中心の「Ph.D 型」
博士課程教育を改革し、教職課程担当教員としての資質
能力を向上させる「Ed.D 型」の教育課程を大幅に導入し、
資質の高い学校教員の養成という社会的期待に応えるこ
とであった（広島大学大学院教育学研究科 2010）4）。し
かし、あくまでも「Ed.D 型」プログラムとして存在し
ており、その授与学位は Ph.D. であって、専門職として
の学位が明確に分けられてはいない。
　Ed.D. の置かれている状況について、米国をはじめ海
外と日本では大きく異なることもあって、専門職学位と
しての Ed.D. の研究や Ed.D. プログラム自体について、
日本ではあまり研究がなされていないのが現状である。
しかし、「大学院教育を通した高度な能力を持つ人材の
育成が世界的に大きな課題となる中で、アメリカの大学
院の在り方はその主要なモデル」（福留 2011）であり、
米国の大学院の在り方がしばしば参照されてきたこと
や、1990 年以降の米国に専門職学位としての博士号の
改革が進められ、2005 年以降にカーネギー財団の Lee 
Shulman らを中心として、米国において Ed.D. 再評価の
改革が行われていることを鑑みるならば、Ed.D. の議論
を検討することには意義があろう。
　そこで、本稿では、Ed.D. プログラムを多く持ち、現
在改革が進められている米国に焦点をあて、これまで
どのような議論が行われ、課題の克服に向けていかな
る改革が行われようとしているのかを検討する。な
お、方法としては、全米科学基金（National Science 
Foundation）などの統計資料、専門職学位、Ed.D. に関
する論文、大学院博士課程プログラムのウェブサイト等
の分析によっている。

Ⅱ．学位としての Ed.D.
　まず、学位としての Ed.D. について、とりわけ、米国
における Ed.D. の状況を確認しておきたい。
　米国において、初めて Ph.D. を授与したのは、1861
年のイエール（Yale University）大学であり、現在米
国で博士号を授与している機関は 400 機関以上にも及
ぶ。教育学の領域においては、1893 年にティーチャー
ズ・カレッジ（Teachers College, Columbia University）
で初めて教育学の領域の Ph.D. が授与され、1920 年に
Ed.D. が初めてハーバード大学（Harvard University）
から授与された（Shulman et al. 2006）。米国の大学院
では、Ph.D. のみを授与する機関、Ed.D. のみを授与す
る機関、Ph.D. と Ed.D. の両方を授与する機関が存在し
ており、そのプログラムも各機関によってさまざまであ
る。例えば、Ph.D. のみを授与している代表的な機関は、
スタンフォード大学（Stanford University）やピーボ
ディ・カレッジ・ヴァンダービルト（Peabody College 
/ Vanderbilt）、現在 Ed.D. のみを授与している機関は、
ハーバード大学（Harvard University）5）やジョージ・
ワシントン大学（George Washington University）など
があげられる。しかしながら、UCLA やペンシルバニ
ア州立大学（Pennsylvania State University）などの多
くの大学では、Ph.D. と Ed.D. のいずれの学位も授与し
ている現実がある。
　そもそも、米国における学位は職業と結びついてお
り、プロフェッショナルスクールとは、専門職を前提
に成り立つ大学院である。橋本は、Ph.D. プログラム
は教育系の研究者養成、Ed.D. を教育関連の実務者養
成としており、UCLA の教育系プロフェッショナルス
クール（Graduate School of Education and Information 
Studies） は、Ph.D. と M.A.（Master of Arts） を 研 究
学位として、Ed.D. と M.Ed.（Master of Education）を
職業学位として授与しているという（橋本 2002）。マサ
チューセッツ州立大学の事例をあげている小川も、教
育分野において、Ed.D. のみならず、修士学位である M. 
Ed. が「教員資格」と結びついていることを示している

（小川 2002）。事例として挙げられているマサチューセッ
ツ州では、教員の「初期免許状（Initial licensure）」を
修得する際には、学部レベルの教員養成プログラムの受
講と州による教員試験の合格が求められるが、免許取得
後 5 年以内に「専門職免許状（professional licensure）」
の取得とその後 5 年後との免許更新が義務付けられて
おり、その際、大学院修士課程の修了、すなわち M.Ed.
の取得が専門職免許状の取得要件のひとつとなってい
る。Ed.D. はといえば、カウンセラー職とアドミニスト
レーター職と結びついており、職業としては、例えば、
校長、学区の視学官、州政府機関の教育関連職、大学の
学長、学部長、事務職員などの職を含んでいる。つま
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り、学問原理に基づいた研究志向の学術研究に対して授
与され、研究学位として機能する Ph.D. に対して、研究
者というよりも、実践者（practitioner）、すなわち、学
校行政関係者や教育現場における専門的な職業従事者の
資格とも結びつき、実践的な問題の解決のために行われ
る応用的な研究に対して授与される職業学位・専門職学
位が Ed.D. である。Ed.D. と Ph.D. の両方の学位を授与
している機関の多くでは、高等教育（higher education）
や学校におけるリーダーシップ（leadership in urban 
education など）の領域において、コースが設置され、
Ed.D. が授与されている。そして、教育長職や校長職に
は Ed.D. の学位の取得が求められ、職業と直結した専門
職学位として機能している。近年、大学職員（アドミニ
ストレーター）の需要が高まっており、大学の学長職や
学部長職は教授陣のなかからではなく、Ed.D. あるいは
Ph.D. 保持者のなかから、専門家として就任するケース
が多いという（小川 2002）。
　ここで、Ed.D. と Ph.D. の学位の違いについて簡単に
触れておきたい。Ed.D. と Ph.D. の両方の学位取得プロ
グラムを持つペンシルバニア大学を事例として確認する
と、それぞれの学位プログラムによって大学院修了要
件が異なっている。表 1 に Ed.D. プログラムと Ph.D. プ
ログラムの修了要件を示した。Ph.D. ではフルタイムで
2 年（two consecutive semesters）の在籍期間が求めら
れているのに対して、Ed.D. はパートタイムで 30 単位
を取得することが求められている。これは、教育職に在
職しながら学位を取得することが前提とされているから
である。

　また、表 2 に必修科目の内訳を示したが、中心的な
科目（core area）の学修や、専門的な内容（advanced 
study, basic research）の履修が、両方のプログラムに
共通している。しかし、Ed.D. プログラムにはインター
ンシップが求められている一方で、高度なリサーチ・ス
キルの科目の履修は必修とされていない。博士論文に

表1　修了要件

表2　必修科目の内訳

ついては、Ed.D. プログラムでは 15 単位が必修とされ
ており、多くの場合、3 年制のコーホートによるプログ
ラムであり、3 年で修了することが想定されている。一
方の Ph.D. プログラムでは、博士論文の単位はカウント
されず、博士論文の執筆が終了するまでプログラムに
在籍することとなる。しかしながら、先に示したよう
に、Ed.D. のみを授与している機関も存在し、Ed.D. と
Ph.D. の違いは他の領域ほど明確ではなく、海外の研究
においても、明確な差異がないといった指摘はしばしば
なされている。また、確かに、学校行政関係者や教育者
の資格として機能している面では職業学位・専門職学位
とみなすこともできるが、Ed.D. のみを授与する機関の
場合は、職業学位としてのみならず「研究学位」として
も授与されていることを鑑みるならば、内容としても機
能としても、Ed.D. は曖昧さを含んだ学位であるといえ
よう（阿曽沼 2012）。
　次に、Ed.D. の現状について、全米科学基金等の統計
資料から、博士号取得者数や Ph.D. および Ed.D. 取得者
数の変化を確認する。
　表 3 に、研究領域別の博士号取得者数を示した。こ
の数値は、Ph.D. と Ed.D. を含む博士号取得者数のデー
タである。1981 年の博士号取得者数は 31,355 人であ
り、その後、2011 年には 49,010 人となり増加傾向にあ
る。そのうち、網掛部分の教育領域における博士号取得
者数は、1981 年には 7,497 人であり、全体に占める教育
領域の博士号取得者の割合は 23.9％であったが、その後
減少傾向にあり、2011 年は 4,691 人、全体に占める割合
は 9.6％となっている。1980 年代には、教育領域での博
士号取得者は全体でも大きな割合を占めていたことが分
かる。しかし、現在その割合がかなり減っている。教育
領域における博士号取得者の減少の理由については、幅
広い見地からの検討が必要であるが、教育領域の博士
号取得者の領域をより詳細を見てみるならば、教育行
政（school administration）領域と教授学分野（teaching 
field）での博士号取得者率が大幅に低下している。特に、
教育行政領域において、2000 年以降の減少が激しいこ
とが示されている。また、授与された博士学位の種類を
示した表 4 をみると、Ed.D. が 2009 年には 2,750 人で全
体の 5.5％を占めていたのに対して、2011 年には 700 人
となり、全体の 1.4% に減少している。Ed.D. が、教育
行政職あるいは、学校管理職の職業と結びついているこ
とを先に指摘したように、教育行政領域での博士号取得
者数の減少、すなわち Ed.D. 学位取得者数の減少がひと
つの要因として、教育領域における博士号取得数の減少
に影響を及ぼしているといえるだろう。
　なお、これまで Ed.D. を授与してきたハーバード
大学が、今年度（2013-2014）をもって Ed.D. を廃止
し、2014 年度（2014-2015）からの入学生より、「Ph.
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D. in Education （Ph.D.）」を授与することを決定して
いる（Harvard University 2013）。しかし、同大では、
Education Leadership の 領 域 で の Ed.D. が、Doctor of 
Education Leadership （Ed. L.D.）として刷新される。
興味深いのは、この Ed. L. D. において、従来の教育領
域だけではなく、ビジネス、公共政策の領域と共同し、
Harvard Business School や Harvard Kennedy School
など他の専門大学院との連携が目指されていることであ
る。スクールリーダーシップやスクールマネージメント
が、ますます公共政策や政治、経済との結びつきの中で
求められていること、また、とくに都市部の教育委員会
の CEO や教育長が教育学出身者ではない経営・経済領
域の専門家であることも、Ed.D. 取得者の減少に少なか
らず影響を与えていると考えられる。米国トップ大学の
ひとつであるハーバード大学が Ed.D. から Ph.D. へ転換
したことが、専門職学位としての Ed.D. にいかなる影響
を及ぼすのかは、今後の経過を慎重に検討する必要があ
ろう 6）。

表3　研究領域別博士号取得者

表4　博士学位の種類

Ⅲ．米国における Ed.D. 改革
　Ed.D. をめぐっては、専門職学位として曖昧さを残
していることとも関連して、Ed.D. が Ph.D. よりも劣っ
た学位であるという認識も根強い。取得学位において、
Ph.D. の取得者が増加し、Ed.D. 取得者が減少している
現在、米国ではどのような議論がなされているのだろう
か。
　 現 在、 カ ー ネ ギ ー 財 団 の プ ロ ジ ェ ク ト と し て、
Carnegie Project on the Education Doctorate （ 以 下、
CPED とする）が Ed.D. 改革を主導している。この改
革の直接的な契機は、Ed.D. は Ph.D. よりも劣る学位
であるという批判であった（Shulman 2006）。そこで、
Ed.D. をいかに専門職学位としての新しい博士号として
位置づけるかが、カーネギー財団の Lee Shulman らの
リーダーシップのもとで検討された。
　この Ed.D. 改革のプロジェクトの内容や意義を検討す
る前に、博士号をめぐる問題から確認しておきたい。米
国は、プロフェッショナルスクールと職業が直接的に結
びついている国のひとつであり、米国をはじめ、多くの
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国で高等教育が拡大しつつあり、近年、大量の修士号や
Ph.D. あるいは Ed.D. を授与している 6）。また、2000 年
代に、専門職の在り方が議論されたり、大学において財
政問題や大学の生き残りをかけた改革が行われたりした
状況もある。一方で、米国をはじめ、カナダ、オースト
ラリアの博士学位プログラムの学生のドロップアウトが
増えているという事実もある（Christine Halse 2007）。
こうした状況は、さまざまな要因によってもたらされて
おり、博士号取得にかかる年月が長期化していることに
伴う問題もあるが、博士学位取得プログラム自体の履修
状況や学修内容の問題、そこでの教育方法の問題などに
も光があてられる背景となった。
　 カ ー ネ ギ ー 財 団 は、2001 年 か ら 5 年 間 Carnegie 
Initiative on the Doctorate（以下、CID とする）におい
て、プロフェッショナルスクールや大学院に、それぞ
れの持つ Ph.D. プログラムの目的やプログラムデザイン
について批判的に検討することを求めた。そこで、専
門職や研究学位としての Ph.D. の問い直しと、教育方
法を含むプログラムの再検討が行われることとなった

（Shulman et al. 2006, Gardner and Shulman 2005）。こ
の CID の取り組みの中から、既存の Ph.D. と Ed.D. の改
革に大学が取り組み始め、サザン・カリフォルニア大
学（University of Southern California）で 3 年制のコー
ホート制の Ed.D. プログラムが設置された。この新しい
Ed.D. プログラムでは、学生はテーマに基づいた論文作
成グループに参加し、教員や実践者と協働的に学ぶこと
ができるようにデザインされた。
　このような Ph.D. をめぐる改革議論が進む中で、
Ph.D. と Ed.D. を比較した研究が増え、両者が比較さ
れ、二つのプログラムをひとつにするべきであるという
議論や、両者のプログラムの差異が大きく取り上げら
れるようになった。確かに、Ed.D. は、昔から問題を抱
えていたと Shulman らも指摘している（Shulman et al. 
2006）。Ed.D. プログラムに在籍する学生は、研究者に
なることを目的としているわけではないが、プログラム
では Ph.D. のプログラムと似たようなコースを学修する
ことになる。しかし、Ed.D. の修了要件を見るならば、
Ph.D. よりも少なく、フルタイムの在学を求められるわ
けでもないが、最終的に Ph.D. プログラムの学生と同様
に博士論文を求められる。ただし、そこで求められてい
るのは、Ph.D. で求められているような、新しい知見を
付け加えるような研究を生み出すことではない。このよ
うに、Ed.D. プログラムの目的は一貫しておらず、“Ph.
D.-lite”、すなわち、「軽い博士学位」であったという

（Shulman et al. 2006）。
　そこで、Shulman らは、新しい学位として、Professional 
Practice Doctorate （以下、「P. P. D.」とする）を提案し
ている。Shulman らをはじめとした CPED のプロジェ

クトは、Ed.D. の再評価と実質化を目的としているため、
新しい学位を創設するというよりは、Ed.D. の意義づけ
としての「新しい」コンセプトを提供しているとみるべ
きだろう。Shulman らの提案によると、P.P.D. は、校長、
教育長そして、政策やカリキュラムのコーディネータな
どのリーダーであろうと教師教育者であろうと、教育
現場の実践者として役立つよう教育するための学位であ
る。Ph.D. は研究学位として、P.P.D. は実践の学位とし
て位置づける点で両者は異なる。また、P.P.D. は、教師
や、教育のリーダーや教師教育者といった、教育実践の
経験のある人のための学位であり、研究と実践と、実践
に埋め込まれた研究のなかで学位を追及する人のための
学位であるという。それゆえ、P.P.D. の要件として、実
践経験が求められている。
　具体的なプログラムとして、O’Connor は、その要素を、
パートタイムであること、コーホートを基盤としたプロ
グラムであること、集中的なコースを設置すること、協
同的なプロジェクトのなかで実践的な問題に取り組むこ
となどを挙げている（O’Connor 2011）。また、Shulman
らは、P.P.D. においても、Ph.D. で求められるリサーチ・
スキルを同様に求めねばならないと主張する。なぜな
ら、研究レポートを批判的に読み、分析し、それを実際
の学校現場にさまざまな方法で伝え、政策として自らが
実践に移していくことが求められる実践者だからである

（Shulman 2006）。
　現在展開されている CPED のプロジェクトを簡単に
みておきたい。CPED のウェブサイトによると、CPED
は、米国の学校や大学、学習組織の実践者や臨床的な
教員（clinical faculty）、学術的なリーダーや大学教職員
が高度な準備を行えるよう、協働的に Ed.D. を再設計し

（redesign）、より強力で妥当なものにすることを意図し
て創設されている。
　 第 1 期（Phase 1: 2007-2010） は、Shulman の リ ー
ダーシップと研究教育機関学術長協議会（Council for 
Academic Deans of Research Institutions）の支援によ
り、25 の機関がこのプロジェクトを開始した。現在は、
第 2 期（Phase 2: 2011-2013）にあたり、加盟メンバー
を増やし、50 の大学・大学院等の機関（colleges and 
schools of education）がコンソーシアムに属し、大学・
大学院間のネットワークを構築して、Ed.D. 改革を行っ
ている 7）。
　第 1 期のプロジェクトのなかで、新しい Ed.D. を以下
のように再定義した。

教育の専門職学位（博士）は、適切で具体的に実践
に応用し、新しい知識を生成し、専門職に責任を持
つこと（stewardship）のできる教育者を養成する。

　この定義自体は、これまでの Ed.D. と大きな相違
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がないようにも見受けられるが、P.P.D. としての新し
い学位の特徴を捉えるうえで、いくつかのキーワー
ドが挙げられる。たとえば、「学問的に考える実践者

（scholarly practitioner）」、「固有のペダゴジー（signature 
pedagogy）」、「実践としての探究（inquiry as practice）、

「実践についての実習（laboratory of practice）」、「実践
のなかでの論文（dissertation in practice）」などがあ
る。特に「学問的に考える実践者」については、実際に
起きている問題を名付け、問題を構成し、解決するため
に、実践的な知恵と専門的な技能と知識を結び付け、実
践的な研究を用い、理論を応用することができることを
指している。また、2005 年に Shulman が主張した「固
有のペダゴジー」については、どの専門職においても学
問的に考えることのできる実践者を養成するために用
いられる固有のペダゴジー、すなわち、「正しく思考し、
実行し、行動すること（to think, to perform, and to act 
with integrity）」を表している（Shulman 2005）。
　この固有のペダゴジーについて、第 1 期に作成された
定義のなかで、‘stewardship’という言葉が用いられて
いることも関連していると考えられる。ピータ・センゲ
は、学習する組織におけるリーダーの新しい仕事のひと
つとして、stewardship としてのリーダーシップをあげ、
より大きな目的に奉仕すること、全体にとって正しいこ
とをすることの重要性について述べている 8）。センゲは
企業のマネジメントの実践からこの stewardship を導い
ているが、この Ed.D. の定義においてもこの言葉が用い
られているのは、Ed.D. 取得者が、実践現場において責
任を持って奉仕し、より教育という大きな目的のために、
実践のなかで、誠実に正しく思考し行動することがより
重視されているからであろう。
　このように、Ed.D. 改革は、これまでの曖昧さを残し
た学位、あるいは Ph.D. よりも劣った学位であるとみな
されてきたことや、専門職大学院のプログラムの再検討
の中から生じてきたものであった。新しい学位としての
P.P.D. のもとでは、単なる実践者としての博士学位では
なく、実践の中で、実践的に思考、行動し、実践の知の
生成と、実践現場における責任を担う者としての教育者
を育成することを目指している。

Ⅳ．まとめ
　これまで、米国における Ed.D. の現状と、Ed.D. 改革
をめぐる議論を検討してきた。Low-end Ph.D. や Ph.D.-
lite と揶揄されてきた Ed.D. が、CPED のプロジェクト
によって再定義され、P.P.D. として再設計されようとし
ている。しかし、Ph.D. の取得者数が増え、Ed.D. の取
得者数が激減している今日、Ed.D. 改革には、教育系大
学院、プロフェショナルスクールの生き残りがかかっ
ていようし、大学の経営戦略のひとつともなっている

かもしれない。しかし、生き残りや大学の戦略も含め、
Ed.D. に新しく意味を付与し、Ed.D. 取得者が専門的な
実践者・大学教員としていかに実践的な課題に取り組む
能力を発揮できるよう育成するかというプログラムの開
発は、日本の大学院のコースデザインの際にも大いに参
考になるだろう。本稿では、米国のそれぞれの大学院で
の Ed.D. 改革の取り組みやその実態についての検討がで
きなかったため、これらの検討については、今後の課題
としたい。また、名古屋大学大学院の Ed.D. コースの事
例の詳細な検討のほかに、Ed.D. の「学位」の議論では
ないが、1996 年に設置された、東京学芸大学大学院学
校教育研究科や兵庫教育大学大学院学校教育研究科の連
合学校教育学研究科や、広島大学大学院教育学研究科の
Ed.D. 型博士課程のプログラムやその効果について、日
本における Ed.D. プログラムの展開と可能性を考えるう
えで今後の検討課題としたい。
　さいごに、Ed.D. を含めた博士号取得者の活躍の場に
ついて触れておきたい。日本の教育系大学院における博
士号取得の目的は、多くの場合、大学及び大学院に就職
し、教員として教育と研究に携わるためであろう。愛知
教育大学と静岡大学の共同博士課程の設置の目的も、大
学および大学院での教員養成領域の教員を輩出すること
にある。日本は、先に述べたように、米国とは異なり学
位取得と職業（教育行政職など）とが結びついておらず、
Ed.D. を含めた博士号取得者が大学および大学院以外の
職に就くことが想定されていない。職業に結び付いてい
ないだけでなく、博士号取得者が活躍できるシンクタン
クや教育組織、NPO なども、米国などと比較すると少
ないと言わざるを得ない。Ed.D. を取得した修了生が、
大学および大学院の教員養成課程の教員となることもも
ちろん重要ではあるが、同時に、教育実践に根差した仕
事に責任を負う者として教育関係の職業に就き、活躍す
ることができるような、学位と職業を結びつけるシステ
ムの整備も必要となってくるのではないか。実践に根差
した研究を進め教育研究に寄与する人材を養成する日本
型 Ed.D. プログラムの内容の開発と併せて、Ed.D. 取得
者がより教育実践の場で活躍できる社会の整備が望まれ
る。

注
1）　本稿において、Doctor of Education の略称を「Ed.D.」

と記したが、日本の各機関におけるプログラム名や略
称は、それぞれの機関の定める名称とした。

2）　その他に、清水一彦が「教育専門職学位創設のため
のプログラム開発に向けて」（2004）において、「教育
の専門職大学院をめざして、教育関係の高度専門職業
人に対する新しい学位として」、Master of Education
と Doctor of Education （Ed.D.）を視野に入れつつ、
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教育専門職学位創設に向けたプログラムを開発するた
めに、ミズーリ大学コロンビア校、カリフォルニア大
学アーバイン校を事例として、プログラムの内容や特
色を紹介している。

3）　その他、「教育専門職博士 EdD の可能性」日本教育
社会学会第 63 回大会、2011 年（於：お茶の水女子大学）
配布資料も参考にした。

4）　広島大学大学院教育学研究科『中間報告書』（2010
年）のほか、ウェブサイトを参考にした。

5）　後述するが、ハーバード大学では、Ed.D. プロ
グラムが 2013 年度入学生で打ち切られ、Ph.D. in 
Education （Ph.D.）が授与されることに決定している

（Harvard University, Doctor of Education website）。
6）　Ed.D. 授与数の変化について、本稿では検討できな

かったが、Ed.D. プログラム自体の変容（コースの増
減、在籍人数の変化など）による影響も考えられる。
Ed.D. プログラムの実態については、調査に基づいて
別に検討を行いたい。

7）　例えば、陳（2010）によると、中国では、高等教育
が爆発的に拡大しており、アメリカの高等教育人口よ
りも多くなり、世界一の高等教育人口を有する国と
なっているという。また、2009 年に、教育博士、す
なわち Ed.D. が正式に認可され、専門職学位のひと
つとなった。Taysum によると英国では、1992 年に
ブリストル大学（University of Bristol）で Ed.D. が
導入されて以後拡大し、2007 年当時約 40 の機関で
Ed.D. が授与されているという（Taysum 2007）。

8）　50 機関は、州立大学、私立大学、研究大学など
さまざまな機関が含まれている。詳細は、カーネ
ギー・プロジェクトによるウェブサイトを参照のこと

（http://cpedinitiative.org/consortium-members）。
9）　センゲは、『学習する組織』の第 5 部「実践からの

省察（reflection from practice）」、第 15 章「リーダー
の新しい仕事」において、学習する組織における新し
いリーダーシップとして、「執事（スチュワード）と
してのリーダー」の他に、「設計者としてのリーダー」、

「教師としてのリーダー」をあげている。なお、原書
は 1990 年に出版され、2006 年に改定版が出版されて
いる。
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An examination of the Doctor of Education （Ed.D.）
as a professional practice degree

Yuki  KURODA
Faculty of Education, Shizuoka University

Abstract
　　In this paper, I examine the reform of graduate schools of education and that of professional degrees, 
especially the Doctor of Education (Ed.D.), into professional practice doctorates in the United States.  And I 
consider certain issues with the Ed.D., namely, the differences and criticisms.
　　In the United States, the Ed.D. was awarded for the first time at Harvard University in 1920. Today, 
many students enroll in the Ed.D. program and recipients of the Ed.D. occupy a certain number of doctorate 
recipients. In Japan, however, the Ed.D. is not well known, and few studies of the Ed.D. itself have been 
conducted. First, I explain the characteristics of the Ed.D., comparing it with the Ph.D., and show that the 
Ed.D. is a professional degree connected to a profession, to practical work. According to the National Science 
Foundation, the number of recipients of the Ph.D. is increasing but that of the Ed.D. was falling rapidly in 2010. 
　　Next, I address the issues with the Ed.D. The Ed.D. has been criticized for being a ‘Ph.D.-lite’ and a ‘low-
end Ph. D’. Recently, the Carnegie Project on the Education Doctorate (CPED) tackled the reform of the Ed.D. 
program. Lee Shulman, who was the former president of Carnegie, played a crucial role in this project. He 
proposed a new degree, the Professional Practice Doctorate, and led the CPED project. A Phase-1 member 
of the CPED project, he defined a new Ed.D. and re-designed the Ed.D. program. I explain how Shulman also 
gave new meaning to and introduced concepts in the Ed.D. program, such as ‘scholarly practitioner’, ‘signature 
pedagogy’, ‘inquiry as practice’, ‘laboratory of practice’ and ‘dissertation in practice’, all of which are based on 
teaching/educational practice.
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